
１．継続組織の前提に関する注記

　　該当なし。

２．重要な会計方針

　　平成２３年度から公益法人会計基準（平成２０年４月１１日内閣府公益認定等委員会）を

　採用している。

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券 … 原価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

備品 … 法人税法上の規定による定額法。但し平成１９年３月３１日以前に取得された

　ものについては旧定額法によっている。

(3) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引

については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位:円)

当期末残高

基本財産

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

　定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

小　　　計 11,000,000 0 0 11,000,000

特定資産

　共済事業退職手当預け金 5,405,811 0 3,355,512 2,050,299

　全社協退職共済預け金 23,418,940 14,888,250 8,530,690

　投資有価証券 255,000,000 0 0 255,000,000

　定期預金（基金） 5,000,000 0 0 5,000,000

小　　　計 288,824,751 0 18,243,762 270,580,989

合　　　計 299,824,751 0 18,243,762 281,580,989

　公社債券 10,000,000 0 0 10,000,000



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位:円)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位:円)

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位:円)

前期末 当期末

残高 残高

福島県 0 0

福島県 0 0

0 0

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に

産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

基本財産

　公社債券 10,000,000 10,000,000 　　　　　― 　　　　　―

　定期預金 1,000,000 1,000,000 　　　　　― 　　　　　―

小　　　計 11,000,000 11,000,000 0 0

特定資産

　共済事業退職手当預け金 2,050,299 　　　　　― 　　　　　― 2,050,299

　全社協退職共済預け金 8,530,690 　　　　　― 　　　　　― 8,530,690

　投資有価証券 255,000,000 　　　　　― 255,000,000 　　　　　―

　定期預金（基金） 5,000,000 　　　　　― 5,000,000 　　　　　―

小　　　計 270,580,989 0 260,000,000 10,580,989

合　　　計 281,580,989 11,000,000 260,000,000 10,580,989

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 除却額 当期末残高

備　　品 1,309,844 685,764 0 624,080

合　　　計 1,309,844 685,764 0 624,080

補助金等の名称 交付者
当期 当期 貸借対照表上

増加額 減少額 の記載区分

補助金

　県補助金 26,616,000 26,616,000

受託金

　県受託金 12,085,662 12,085,662

合　　計 38,701,662 38,701,662



７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位:円)

内　　　　　　　　容 金　　額

157,020

合　　　　　計 157,020

経常収益への振替額

　基本財産運用益（受取利息）


